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説 明 書 
 
    報告第４号 一般会計予算の繰越しについて（繰越明許費） 

令和６年度の一般会計予算のうち、物価高騰対応重点支援給付金給付事業（非

課税世帯支援分）ほか29件の繰越明許費について繰越額が確定したので、地方自

治法施行令（昭和 22年政令第16号）第146条第２項の規定により報告するもので

す。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

報告第５号 一般会計予算の繰越しについて（事故繰越し） 

令和６年度の一般会計予算のうち、林道明ヶ島線災害復旧事業の繰越明許費に

ついて、令和６年10月の降雨災害により年度内に事業が完了しなかったため令和

７年度に繰り越したので、地方自治法施行令第150条第３項の規定により報告す

るものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

報告第６号 水道事業会計予算の繰越しについて（建設改良費） 

令和６年度の水道事業会計予算のうち、建設改良工事について繰越額が確定したので、

地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第26条第３項の規定により報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 
報告第７号 公共下水道事業会計予算の繰越しについて（建設改良費及び事故繰 

越し） 

公共下水道事業会計予算の繰越しについて（建設改良費及び事故繰越し） 

令和６年度の公共下水道事業会計予算のうち、管渠建設工事、処理場建設工事及びそ

の他特別損失について繰越額が確定したので、地方公営企業法第26条第３項の規定によ

り報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 
報告第８号 専決処分した事件の承認について（島田市税条例の一部を改正す

る条例） 

地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律

第７号）が令和７年３月31日に公布され、同年４月１日から施行されることに伴い、条

例の一部を改正する必要が生じましたが、議会を招集する時間的余裕がなかったため、

地方自治法第179条第１項の規定により専決処分をしたので、同条第３項の規定により報

告し、承認を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 



 報告第９号 専決処分した事件の承認について（島田市国民健康保険税条例 

の一部を改正する条例） 

地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正する政令（令

和７年政令第119号）が令和７年３月31日に公布され、同年４月１日から施行されること

に伴い、条例の一部を改正する必要が生じましたが、議会を招集する時間的余裕がなか

ったため、地方自治法第179条第１項の規定により専決処分をしたので、同条第３項の規

定により報告し、承認を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

報告第11号 専決処分の報告について（島田市都市計画税条例の一部を改正する 

条例） 

地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律が令和７年３月

31日に公布され、同年４月１日から施行されることに伴い、引用する条文を整理する必

要が生じたため、地方自治法第180条第１項の規定及び市長の専決処分事項の指定により

専決処分をしたので、同条第２項の規定により報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

報告第12号 専決処分の報告について（島田市学校法人助成に関する条例の一部 

 を改正する条例）  

私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第21号）が令和７年３月31日に公布

され、同年４月１日から施行されることに伴い、引用する条文を整理する必要が生じた

ため、地方自治法第180条第１項の規定及び市長の専決処分事項の指定により専決処分を

したので、同条第２項の規定により報告するものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第43号 島田市税条例の一部を改正する条例について 

令和６年３月に公布された地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）

及び令和７年３月に公布された地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を

改正する法律の施行に伴い、条例の一部を改正し、一部の規定を除き、令和８年１月１

日から施行しようとするものです。 

改正の主な内容は、所得税と同様に、個人市民税においても特定親族特別控除に関す

る規定を設けるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 
議案第44号 島田市野外活動センター条例の一部を改正する条例について 

持続的かつ安定した施設の管理運営に資することを目的に、施設の利用実態に



即した料金体系の導入のため、指定管理者の更新に合わせ、条例の一部を改正し、

令和８年４月１日から施行しようとするものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 
 議案第45号 島田市新庁舎等整備基本計画審議会条例を廃止する条例について 

令和７年３月をもって新庁舎建設事業が完了したことから、条例を廃止し、公布の日

から施行しようとするものです。 

 

 議案第46号 財産の取得について（消防ポンプ自動車） 

島田市消防団の消防ポンプ自動車２台を購入するため、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（平成17年島田市条例第46号）第３条の規定により、

議会の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第47号 財産の取得について（小中学校児童生徒用端末） 

 小中学校のＧＩＧＡスクール構想第２期対応情報機器を購入するため、議会の議決に

付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議会の議決を

求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 
 議案第48号 市道路線の認定について 

中溝町地内における民間事業者の土地利用に伴い、市道の見直しをした１路線を認定

するため、道路法（昭和27年法律第180号）第８条第２項の規定により、議会の議決を求

めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 

 

議案第49号 市道路線の廃止について 

中溝町地内における民間事業者の土地利用に伴い、市道の見直しをした１路線を廃止

するため、道路法第10条第３項において準用する同法第８条第２項の規定により、議会

の議決を求めるものです。 

参考は、別紙のとおりです。 
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節 繰越額

円 円

11 役務費 1,007,043 通信運搬費、事務手数料

12 委託料 3,520,000 システム改修委託

7,615,300 14 工事請負費 7,615,300 空調設備取替工

935,000 12 委託料 935,000 システム改修委託

832,000,000
18 負担金、補助

 及び交付金
832,000,000

農産物等輸出拡大施設整備事
業費補助金

12,100,000 12 委託料 12,100,000 橋りょう耐震化資料作成委託

3,630,000 14 工事請負費 3,630,000 水路工

1,241,000 12 委託料 1,241,000 施設管理委託

10,450,000 12 委託料 10,450,000 地籍調査業務委託

10,241,000
18 負担金、補助

 及び交付金
10,241,000 下水道工事負担金

24,173,000 14 工事請負費 24,173,000 道路工

20,700,000 14 工事請負費 20,700,000 道路工

500,000 12 委託料 500,000 登記付帯事務委託

21,010,000 12 委託料 21,010,000
構造物設計委託、用地測量委
託

16 公有財産購入
 費

7,398,069 土地購入費

21 補償、補填及
 び賠償金

899,486 物件移転補償（工作物）

4,527,043

農産物等輸出拡大施設整
備事業費補助金

こども発達支援センター
管理運営経費

出産・子育て支援事業

農村地域防災減災事業

谷口道線改良事業（防
災・安全重点分）

8,297,555

細島南部１号・６号線改
良事業（通常分）

中央公園道線改良事業
（通常分）

牧之原用水基幹水利施設
管理経費

地籍調査事業

道路施設管理経費

色尾大柳線改良事業（通
常分）

谷口中河線改良事業（通
常分）

農業用用排水施設整備事
業

報告第４号
参      考

令和６年度一般会計予算繰越明許費節別内訳書

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

説　 　明

物価高騰対応重点支援給
付金給付事業（非課税世
帯支援分）

-8-



節 繰越額

円 円

14 工事請負費 15,626,000 道路工

21 補償、補填及
 び賠償金

1,100,000
物件移転補償（立木、工作
物、電柱）

6,090,000 14 工事請負費 6,090,000 照明灯修繕工

25,028,000 14 工事請負費 25,028,000 道路工

10,280,000 14 工事請負費 10,280,000 道路工

120,000
16 公有財産購入

 費
120,000 土地購入費

12 委託料 22,795,000 修繕設計委託

14 工事請負費 34,973,000 橋りょう修繕工

6,200,000 12 委託料 6,200,000 浸水対策基本設計委託

12 委託料 86,000,000 測量設計委託

14 工事請負費 24,150,000 浸水対策工

3,720,000 14 工事請負費 3,720,000 浚渫工

56,100,000 14 工事請負費 56,100,000 公園整備工

12 委託料 2,600,000 登記付帯事務委託、調査委託

14 工事請負費 97,500,000 道路工、水路工

16 公有財産購入
 費

2,600,000 土地購入費

21 補償、補填及
 び賠償金

2,000,000 物件移転補償（工作物）

島竹下線改良事業（防
災・安全重点分）

16,726,000

道路照明灯修繕事業（防
災・安全分）

大井町静居寺橋線改良事
業（防災・安全分）

ふじのくにフロンティア
推進区域整備事業

104,700,000

河川改修事業（緊急自然
災害防止対策事業）

110,150,000

緊急浚渫推進事業

みどり幼稚園跡地整備事
業

吉田大東線道路整備関連
事業

橋りょう長寿命化修繕・
耐震事業

57,768,000

河川改修事業

生活道路改良事業

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

説　 　明
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節 繰越額

円 円

58,323,000 12 委託料 58,323,000 消防事務委託

８ 旅費 78,720 費用弁償、普通旅費

11 役務費 163,774
自動車関係手数料、自動車損
害保険料

17 備品購入費 56,430,000 自動車購入費

26 公課費 82,000 自動車重量税

18,200,000 14 工事請負費 18,200,000 道路工

79,691,000 14 工事請負費 79,691,000 橋りょう工

5,403,000 14 工事請負費 5,403,000 災害復旧工

消防自動車更新事業 56,754,494

島田第一小学校改築事業

道路施設災害復旧事業

林道市井平線災害復旧事
業

消防救急広域事務委託費

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

説　 　明
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節 繰越額

円 円

63,108,000 14 工事請負費 63,108,000 道路工
林道明ヶ島線災害復旧事
業

報告第５号
参      考

令和６年度一般会計予算事故繰越し節別内訳書

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

説 明
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節 繰越額

円 円

建設改良工事 64,845,000 1　工事請負費 64,845,000
県道島田川根線配水管布設替工事
川口浄水場整備工事

報告第６号
参      考

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

令和６年度　水道事業会計予算繰越額節別内訳書

説明

-12-



節 繰越額

円 円

1　委託料 1,694,000
下水道工事占用申請業務委託ほ
か２委託

2　補償費 44,555,580
ガス管移転補償
水道管移転補償

3　工事請負費 186,540,000
中溝町地内汚水枝線整備工事
（１工区）ほか３工事

処理場事業 7,970,000 1　修繕費 7,970,000

島田浄化センター管理棟電源装
置の更新において材料の納品に
時間を要し、工事の着手が遅れ
たことによる。

その他特別損失 15,570,000 1　固定資産譲渡損 15,570,000

入札不調により管渠工事の着手
が当初の計画より遅れ、その影
響で私有水道管の移設工事の着
手が遅れたことによる。

管渠建設工事 232,789,580

報告第７号
参      考

令和６年度　公共下水道事業会計予算繰越額節別内訳書

事　業　名 翌年度繰越額
左の節別内訳

説明
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（最終印刷日時：2025/05/28 午前 11 時 31 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市税条例 

（市民税の申告） 

第36条の２ 省略 

２  

  省略 

７  

８ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第23条

第１項第３号又は第４号に掲げる者に該当することとなった者に、当該該当するこ

ととなった日から10日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所

又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号

（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号）第２条第16項に規定する法人番号をいう。以下市民税について同

じ｡)、当該該当することとなった日その他必要な事項を申告させることができる。 

第56条 法第348条第２項第９号、第９号の２若しくは第12号の固定資産又は同項第

16号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養成所

において直接教育の用に供するものに限る｡)について同項本文の規定の適用を受け

ようとする者は、土地については第１号及び第２号に、家屋については第３号及び

第４号に、償却資産については第５号及び第６号に掲げる事項を記載した申告書

を、当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭和24年法律第

270号）第152条第５項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若し

くは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和23年法律第205号）第31

条の公的医療機関の開設者、令第49条の10第１項に規定する医療法人、公益社団法

人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号の

２に規定する非営利型法人をいう。以下この条において同じ｡)に該当するものに限

る｡)若しくは一般財団法人（非営利型法人に該当するものに限る｡)、社会福祉法

人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会

若しくは国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護

師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療

法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和

26年法律第285号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若しく

は公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下この条において「学校法人

等」という｡)の所有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は償却

資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、市

長に提出しなければならない。 

報告第８号 
参 考 

～
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（最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 4 分） 
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対  照  表 

旧 条 文 

（市民税の申告） 

第36条の２ 省略 

２  

  省略 

７  

８ 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると認める場合には、新たに第23条

第１項第３号又は第４号に掲げる者に該当することとなった者に、当該該当するこ

ととなった日から10日以内に、その名称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所

又は事業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は寮等の所在、法人番号

（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号をいう。以下市民税について同

じ｡)、当該該当することとなった日その他必要な事項を申告させることができる。 

第56条 法第348条第２項第９号、第９号の２若しくは第12号の固定資産又は同項第

16号の固定資産（独立行政法人労働者健康安全機構が設置する医療関係者の養成所

において直接教育の用に供するものに限る｡)について同項本文の規定の適用を受け

ようとする者は、土地については第１号及び第２号に、家屋については第３号及び

第４号に、償却資産については第５号及び第６号に掲げる事項を記載した申告書

を、当該土地、家屋又は償却資産が学校法人若しくは私立学校法（昭和24年法律第

270号）第64条第４項の法人、公益社団法人若しくは公益財団法人、宗教法人若し

くは社会福祉法人で幼稚園を設置するもの、医療法（昭和23年法律第205号）第31

条の公的医療機関の開設者、令第49条の10第１項に規定する医療法人、公益社団法

人若しくは公益財団法人、一般社団法人（非営利型法人（法人税法第２条第９号の

２に規定する非営利型法人をいう。以下この条において同じ｡)に該当するものに限

る｡)若しくは一般財団法人（非営利型法人に該当するものに限る｡)、社会福祉法

人、独立行政法人労働者健康安全機構、健康保険組合若しくは健康保険組合連合会

若しくは国家公務員共済組合若しくは国家公務員共済組合連合会で看護師、准看護

師、歯科衛生士、歯科技工士、助産師、臨床検査技師、理学療法士若しくは作業療

法士の養成所を設置するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人で図書館を設置

するもの、公益社団法人若しくは公益財団法人若しくは宗教法人で博物館法（昭和

26年法律第285号）第２条第１項の博物館を設置するもの又は公益社団法人若しく

は公益財団法人で学術の研究を目的とするもの（以下この条において「学校法人

等」という｡)の所有に属しないものである場合においては当該土地、家屋又は償却

資産を当該学校法人等に無料で使用させていることを証明する書面を添付して、市

長に提出しなければならない。 

～
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(1) 

   省略 

(6) 

（施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び第５項の規定による

補正の方法の申出） 

第63条の２ 施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び第５項の規

定による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月31日

までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をい

い、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税に

ついて同じ｡)又は法人番号（同条第16項に規定する法人番号をいう。以下固定資

産税について同じ｡)（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び

氏名又は名称） 

(2) 

 省略 

(4)  

２ 省略 

（種別割の税率） 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、１台につい

て、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワット以下のも

の（ウ及びオに掲げるものを除く｡) 年額 2,000円 

イ ２輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リットル以下のもの

（ウに掲げるものを除く｡)又は定格出力が0.6キロワットを超え、0.8キロワッ

ト以下のもの 年額 2,000円

ウ ２輪のもので、総排気量が0.125リットル以下かつ最高出力が4.0キロワット

以下のもの 年額 2,000円 

エ ２輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの（ウに掲げるものを除

く｡)又は定格出力が0.8キロワットを超えるもの 年額 2,400円 

オ 省略

(2) 省略

(3) 省略

（種別割の減免） 

第89条 省略 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに、

～

～
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(1)  

   省略 

(6)  

 

（施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び第５項の規定による

補正の方法の申出） 

第63条の２ 施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２第４項及び第５項の規

定による補正の方法の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎年１月31日

までに次に掲げる事項を記載した申出書を市長に提出して行わなければならない。 

(1) 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をい

い、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号に限る。以下固定資産税に

ついて同じ｡)又は法人番号（同条第15項に規定する法人番号をいう。以下固定資

産税について同じ｡)（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所及び

氏名又は名称） 

(2)  

  省略 

(4)  

２ 省略 

 

（種別割の税率） 

第82条 次の各号に掲げる軽自動車等に対して課する種別割の税率は、１台につい

て、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 原動機付自転車 

ア 総排気量が0.05リットル以下のもの又は定格出力が0.6キロワット以下のも

の（エに掲げるものを除く｡) 年額 2,000円 

イ ２輪のもので、総排気量が0.05リットルを超え、0.09リットル以下のもの又

は定格出力が0.6キロワットを超え、0.8キロワット以下のもの 年額 2,000

円 

 

 

ウ ２輪のもので、総排気量が0.09リットルを超えるもの又は定格出力が0.8キ

ロワットを超えるもの 年額 2,400円 

エ 省略 

(2) 省略 

(3) 省略 

 

（種別割の減免） 

第89条 省略 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに、

～ 

～ 
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当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次に掲げる事項を記載した

申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 省略

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名

称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条におい

て同じ｡)又は法人番号（同法第２条第16項に規定する法人番号をいう。以下この

号において同じ｡)（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事

務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(3) 省略

(4) 省略

(5) 原動機の総排気量又は定格出力（第82条第１号ウに掲げる原動機付自転車に

あっては、原動機の総排気量及び最高出力） 

(6) 

   省略 

(8)  

３ 省略 

（身体障害者等に対する種別割の減免） 

第90条 省略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限前７日ま

でに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条の規定に

より交付された身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第

４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手帳の交付を受

けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害

者手帳」という｡)、厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下

この項において「療育手帳」という｡)又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律（昭和25年法律第123号）第45条の規定により交付された精神障害者保健福祉手

帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」という｡)及び道路交通法（昭

和35年法律第105号）第92条の規定により交付された身体障害者若しくは身体障害

者等と生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世

帯の者に限る｡)を常時介護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許

証」という｡)又はこれらの者の特定免許情報（同法第95条の２第２項に規定する特

定免許情報をいう。次項において同じ｡)が記録された免許情報記録個人番号カード

（同法第95条の２第４項に規定する免許情報記録個人番号カードをいう。次項にお

いて同じ｡)を提示するとともに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要と

する理由を証明する書類を添付して、提出しなければならない。 

(1)  

 省略 

(4)  

～

～
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当該軽自動車等について減免を受けようとする税額及び次に掲げる事項を記載した

申請書に減免を必要とする事由を証明する書類を添付し、これを市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 省略 

(2) 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名

称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下この号及び次条におい

て同じ｡)又は法人番号（同法第２条第15項に規定する法人番号をいう。以下この

号において同じ｡)（個人番号又は法人番号を有しない者にあっては、住所又は事

務所若しくは事業所の所在地及び氏名又は名称） 

(3) 省略 

(4) 省略 

(5) 原動機の総排気量又は定格出力 

 

(6)  

   省略 

(8)  

３ 省略 

（身体障害者等に対する種別割の減免） 

第90条 省略 

２ 前項第１号の規定によって種別割の減免を受けようとする者は、納期限前７日ま

でに、市長に対して、身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条の規定に

より交付された身体障害者手帳（戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第

４条の規定により戦傷病者手帳の交付を受けている者で身体障害者手帳の交付を受

けていないものにあっては、戦傷病者手帳とする。以下この項において「身体障害

者手帳」という｡)、厚生労働大臣が定めるところにより交付された療育手帳（以下

この項において「療育手帳」という｡)又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律（昭和25年法律第123号）第45条の規定により交付された精神障害者保健福祉手

帳（以下この項において「精神障害者保健福祉手帳」という｡)及び道路交通法（昭

和35年法律第105号）第92条の規定により交付された身体障害者又は身体障害者等

と生計を一にする者若しくは身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の

者に限る｡)を常時介護する者の運転免許証（以下この項において「運転免許証」と

いう｡)を提示するとともに、次に掲げる事項を記載した申請書に減免を必要とする

理由を証明する書類を添付して、提出しなければならない。 

 

 

 

(1)  

  省略 

(4)  

～ 

～ 
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(5) 運転免許証又は道路交通法第95条の２第２項第１号に規定する免許情報記録

（以下この号において「免許情報記録」という｡)の番号、運転免許の年月日、運

転免許証又は免許情報記録の有効期限並びに運転免許の種類及び条件が附されて

いる場合にはその条件 

(6) 省略

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該免許

情報記録個人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために必要な措置を

受けなければならない。 

４ 省略 

５ 省略 

（特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 省略 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前７日

までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第16項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ｡)（法人番号を有しない者にあっては、住所及び

氏名又は名称） 

(2) 省略

(3) 省略

３ 省略 

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第147条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に掲げ

る事項を市長に申告しなければならない。 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ｡)又は法人番号（同条第16

項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ｡)（個人番号又は法人番

号を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又

は名称） 

(2) 省略

(3) 省略

２ 省略 

附 則 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 
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(5) 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期限並びに運転免許の種類及び条件が

附されている場合にはその条件 

(6) 省略

３ 省略 

４ 省略 

（特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 省略 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前７日

までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び法人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第15項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ｡)（法人番号を有しない者にあっては、住所及び

氏名又は名称） 

(2) 省略

(3) 省略

３ 省略 

（入湯税に係る特別徴収義務者の経営申告） 

第147条 鉱泉浴場を経営しようとする者は、経営開始の日の前日までに、次に掲げ

る事項を市長に申告しなければならない。 

(1) 住所又は事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項

に規定する個人番号をいう。以下この号において同じ｡)又は法人番号（同条第15

項に規定する法人番号をいう。以下この号において同じ｡)（個人番号又は法人番

号を有しない者にあっては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名又

は名称） 

(2) 省略

(3) 省略

２ 省略 

附 則 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定める割合） 

-21-



- 5 -

第10条の２ 省略 

２  

  省略 

22  

23 法附則第15条第36項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

24 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

25 法附則第15条第40項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とする。 

26 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

27 省略 

28 省略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

第10条の３ 省略 

２  

  省略 

13  

14 市長は、法附則第15条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有

に係る家屋については、前項の申告書の提出がなかった場合においても、マンショ

ンの管理の適正化の推進に関する法律（平成12年法律第149号）第５条の２第１項

に規定する管理組合の管理者等から法附則第15条の９の３第２項に規定する期間内

に施行規則附則第７条第17項各号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マン

ションが法附則第15条の９の３第１項に規定する要件に該当すると認められるとき

は、前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を適用することができる。 

15 省略 

16 省略 

～

～
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- 5 -

第10条の２ 省略 

２  

  省略 

22  

23 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

24 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

25 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の１とする。 

26 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

27 省略 

28 省略 

（新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の適用を受けようとする者がすべき

申告） 

第10条の３ 省略 

２  

  省略 

13 

14 省略 

15 省略 

～

～
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（最終印刷日時：2025/05/28 午前 11 時 32 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

例規名 島田市国民健康保険税条例 

新 条 文 

（国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える場合には、65万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が22万円を超える場合には、22万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 省略

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき30万5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く｡) 

ア 

  省略 

オ 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき56万円を加算した金額を超えない世帯

に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く｡) 

ア 

  省略 

オ 

２ 省略 

３ 省略 

～

～

報告第９号 
参 考 

-24-



（最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 9 分） 

- 1 -

対  照  表 

旧 条 文 

（国民健康保険税の減額） 

第23条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義務者に対して課する国

民健康保険税の額は、第２条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げる額を減

額して得た額（当該減額して得た額が65万円を超える場合には、65万円）、同条第

３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が22万円を超える場合には、22万円）並びに同条第４項本文

の介護納付金課税額からオに掲げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が17

万円を超える場合には、17万円）の合算額とする。 

(1) 省略

(2) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき29万5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前号に該当する者を除く｡) 

ア 

  省略 

オ 

(3) 法第703条の５第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額の合算額が43万

円（納税義務者並びにその世帯に属する国民健康保険の被保険者及び特定同一世

帯所属者のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっては、43万円に当該給与

所得者等の数から１を減じた数に10万円を乗じて得た金額を加算した金額）に被

保険者及び特定同一世帯所属者１人につき54万5,000円を加算した金額を超えな

い世帯に係る納税義務者（前２号に該当する者を除く｡) 

ア 

  省略 

オ 

２ 省略 

３ 省略 

～

～
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（最終印刷日時：2025/05/28 午後 4 時 37 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市都市計画税条例 

附 則 

１ 

  省略 

８ 

（法附則第15条第36項の条例で定める割合） 

９ 法附則第15条第36項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

（法附則第15条第37項の条例で定める割合） 

10 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

（法附則第15条第41項の条例で定める割合） 

11 法附則第15条第41項に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告） 

12 法附則第15条の11第１項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行規則（平成18年国土交通省令第110号）第10条第２項に規定

する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成24年法

律第49号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供する施設である旨を証

する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第５

項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号

に限る。以下この号において同じ｡)又は法人番号（同条第16項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ｡)（個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所及び氏名又は名称） 

(2) 

   省略 

(6)  

13 

  省略 

17 

（農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

18 省略 

19 省略 

報告第11号 
参 考 

～

～

～
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 （最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 13 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

附 則 

１ 

  省略 

８ 

（法附則第15条第37項の条例で定める割合） 

９ 法附則第15条第37項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の２とする。 

（法附則第15条第38項の条例で定める割合） 

10 法附則第15条第38項に規定する市町村の条例で定める割合は、２分の１とする。 

（法附則第15条第42項の条例で定める割合） 

11 法附則第15条第42項に規定する市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

（改修実演芸術公演施設に対する都市計画税の減額の規定の適用を受けようとする

者がすべき申告） 

12 法附則第15条の11第１項の改修実演芸術公演施設について、同項の規定の適用を

受けようとする者は、同項に規定する利便性等向上改修工事が完了した日から３月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に高齢者、障害者等の移動等の円滑化の

促進に関する法律施行規則（平成18年国土交通省令第110号）第10条第２項に規定

する通知書の写し及び主として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成24年法

律第49号）第２条第２項に規定する実演芸術の公演の用に供する施設である旨を証

する書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(1) 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第５

項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号

に限る。以下この号において同じ｡)又は法人番号（同条第15項に規定する法人番

号をいう。以下この号において同じ｡)（個人番号又は法人番号を有しない者に

あっては、住所及び氏名又は名称） 

(2)  

   省略 

(6)  

13 

  省略 

17 

 （農地に対して課する令和６年度から令和８年度までの各年度分の都市計画税の特

例） 

18 省略 

19 省略 

～ 

～ 

～ 

-27-



- 2 -

20 法附則第15条第１項、第９項、第13項から第17項まで、第19項、第20項、第24

項、第27項、第31項から第33項まで、第36項、第37項、第41項若しくは第44項、第

15条の２第２項、第15条の３又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税

に限り、第２条第２項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則第15

条から第15条の３まで若しくは第63条」とする。 

（用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する都市計画税に関する経過

措置） 

21 省略 

-28-



  

- 2 - 

20 法附則第15条第１項、第９項、第13項から第17項まで、第19項、第20項、第24

項、第27項、第31項から第34項まで、第37項、第38項、第42項若しくは第45項、第

15条の２第２項、第15条の３又は第63条の規定の適用がある各年度分の都市計画税

に限り、第２条第２項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則第15

条から第15条の３まで若しくは第63条」とする。 

（用途変更宅地等及び類似用途変更宅地等に対して課する都市計画税に関する経過

措置） 

21 省略 
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（最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 15 分） 

- 1 - 

新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市学校法人助成に関する条例  

 

 

 

（援助の申請） 

第１条 私立学校法（昭和24年法律第270号）第132条の規定に基づき、学校法人が市

に援助を申請しようとするときは、申請書に次の書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 

   省略 

(8) 

報告第12号
参   考
議案第●号 
参   考 
 
 
 

～ 
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 （最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 16 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

（援助の申請） 

第１条 私立学校法（昭和24年法律第270号）第59条の規定に基づき、学校法人が市

に援助を申請しようとするときは、申請書に次の書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 

   省略 

(8) 

～ 
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（最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 23 分） 

- 1 -

新  旧  条  文 

新 条 文 

例規名 島田市税条例 

（公示送達） 

第18条 法第20条の２の規定による公示送達は、公示事項（同条第２項に規定する公

示事項をいう。以下この条において同じ｡)を地方税法施行規則（昭和29年総理府令

第23号。以下「施行規則」という｡)第１条の８第１項に規定する方法により不特定

多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が記載

された書面を島田市公告式条例（平成17年島田市条例第３号）第２条第２項に規定

する掲示場に掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面に

表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによってするも

のとする。 

（納税証明事項） 

第18条の３ 施行規則第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和26

年法律第185号）第59条第１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車

について天災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合においてそ

の旨とする。 

（所得控除） 

第34条の２ 所得割の納税義務者が法第314条の２第１項各号のいずれかに掲げる者

に該当する場合には、同条第１項及び第３項から第11項までの規定により雑損控除

額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料

控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり親控除額、勤労学

生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額、扶養控除額又は特定親族特別控除額

を、前年の合計所得金額が2,500万円以下である所得割の納税義務者については、

同条第２項、第６項及び第11項の規定により基礎控除額をそれぞれその者の前年の

所得について算定した総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控除する。 

（寄附金税額控除） 

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第１項第１号及び第２

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金を支出した場合には、同項に規定するとこ

ろにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定する特例控除

対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控除額を加算し

た金額。以下この項において「控除額」という｡)をその者の第34条の３及び前条の

規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合において、当

該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得割の額に相当

する金額とする。 

議案第43号 
参 考 
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 （最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 24 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

（公示送達） 

第18条 法第20条の２の規定による公示送達は、島田市公告式条例（平成17年島田市

条例第３号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（納税証明事項） 

第18条の３ 地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23号。以下「施行規則」とい

う｡)第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和26年法律第185

号）第59条第１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車について天災

その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合においてその旨とする。 

 

（所得控除） 

第34条の２ 所得割の納税義務者が法第314条の２第１項各号のいずれかに掲げる者

に該当する場合には、同条第１項及び第３項から第11項までの規定により雑損控除

額、医療費控除額、社会保険料控除額、小規模企業共済等掛金控除額、生命保険料

控除額、地震保険料控除額、障害者控除額、寡婦控除額、ひとり親控除額、勤労学

生控除額、配偶者控除額、配偶者特別控除額又は扶養控除額を、前年の合計所得金

額が2,500万円以下である所得割の納税義務者については、同条第２項、第６項及

び第11項の規定により基礎控除額をそれぞれその者の前年の所得について算定した

総所得金額、退職所得金額又は山林所得金額から控除する。 

 

（寄附金税額控除） 

第34条の７ 所得割の納税義務者が、前年中に法第314条の７第１項第１号及び第２

号に掲げる寄附金又は次に掲げる寄附金若しくは金銭を支出した場合には、同項に

規定するところにより控除すべき額（当該納税義務者が前年中に同条第２項に規定

する特例控除対象寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべき金額に特例控

除額を加算した金額。以下この項において「控除額」という｡)をその者の第34条の

３及び前条の規定を適用した場合の所得割の額から控除するものとする。この場合

において、当該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該控除額は、当該所得

割の額に相当する金額とする。 
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(1) 省略

(2) 省略

(3) 所得税法第78条第２項第４号に掲げる寄附金のうち、静岡県知事の認可を受け

た同号の公益信託の信託財産とするために支出したもの 

(4) 省略

(5) 省略

２ 省略 

（市民税の申告） 

第36条の２ 第23条第１項第１号に掲げる者は、３月15日までに、施行規則第５号の

４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第317

条の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を

提出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払を受け

ている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会

保険料控除額（令第48条の９の７に規定するものを除く｡)、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除

額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が900万円以下であるものに限る｡)

の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年

の合計所得金額が95万円以下であるものに限る｡)で控除対象配偶者に該当しないも

のに係るものを除く｡) 、法第314条の２第４項に規定する扶養控除額若しくは特定

親族特別控除額（特定親族（同条第１項第12号に規定する特定親族をいう。第36条

の３の２第１項第３号及び第36条の３の３第１項において同じ｡)（前年の合計所得

金額が85万円以下であるものに限る｡)に係るものを除く｡)の控除又はこれらと併せ

て雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313条第８項に規定する純損失の

金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは第

34条の７の規定により控除すべき金額（以下この条において「寄附金税額控除額」

という｡)の控除を受けようとするものを除く。以下この条において「給与所得等以

外の所得を有しなかった者」という｡)及び第24条第２項に規定する者（施行規則第

２条の２第１項の表の上欄の（二）に掲げる者を除く｡)については、この限りでな

い。 

２ 

  省略 

８ 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という｡)で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

～
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(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 所得税法第78条第３項の規定により特定寄附金とみなされる同項の金銭のう

ち、静岡県知事又は静岡県教育委員会の所管に属する同項の特定公益信託の信託

財産とするために支出したもの 

(4) 省略 

(5) 省略 

２ 省略 

 

（市民税の申告） 

第36条の２ 第23条第１項第１号に掲げる者は、３月15日までに、施行規則第５号の

４様式（別表）による申告書を市長に提出しなければならない。ただし、法第317

条の６第１項又は第４項の規定により給与支払報告書又は公的年金等支払報告書を

提出する義務がある者から１月１日現在において給与又は公的年金等の支払を受け

ている者で前年中において給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかったもの（公的年金等に係る所得以外の所得を有しなかった者で社会

保険料控除額（令第48条の９の７に規定するものを除く｡)、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除

額（所得割の納税義務者（前年の合計所得金額が900万円以下であるものに限る｡)

の法第314条の２第１項第10号の２に規定する自己と生計を一にする配偶者（前年

の合計所得金額が95万円以下であるものに限る｡)で控除対象配偶者に該当しないも

のに係るものを除く｡)若しくは法第314条の２第４項に規定する扶養控除額の控除

又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額の控除、法第313条第８項に

規定する純損失の金額の控除、同条第９項に規定する純損失若しくは雑損失の金額

の控除若しくは第34条の７の規定により控除すべき金額（以下この条において「寄

附金税額控除額」という｡)の控除を受けようとするものを除く。以下この条におい

て「給与所得等以外の所得を有しなかった者」という｡)及び第24条第２項に規定す

る者（施行規則第２条の２第１項の表の上欄の（二）に掲げる者を除く｡)について

は、この限りでない。 

 

 

 

２ 

  省略 

８ 

 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の２ 所得税法第194条第１項の規定により同項に規定する申告書を提出

しなければならない者（以下この条において「給与所得者」という｡)で市内に住所

を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等の支払

～ 
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者（以下この条において「給与支払者」という｡)から毎年最初に給与の支払を受け

る日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(4) 省略 

２ 

  省略 

６ 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第203条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という｡)の支払を受ける者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者

（合計所得金額が900万円以下であるものに限る｡)の自己と生計を一にする配偶者

（退職手当等（第53条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同

じ｡)に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円以下であるものに限

る｡)をいう。第２号において同じ｡)又は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象

扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る｡)若しくは特定親族（退

職手当等に係る所得を有する者であって、合計所得金額が85万円以下であるものに

限る｡)を有する者（以下この条において「公的年金等受給者」という｡)で市内に住

所を有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべき所得税法第203条の６第１

項に規定する公的年金等の支払者（以下この条において「公的年金等支払者」とい

う｡)から毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定める

ところにより、次に掲げる事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由

して、市長に提出しなければならない。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(4) 省略 

２ 

  省略 

５ 

 

（市民税の減免） 

第51条 省略 

２ 前項の規定により市民税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに次に

掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添付し

て市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれか

～ 

～ 
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者（以下この条において「給与支払者」という｡)から毎年最初に給与の支払を受け

る日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申

告書を、当該給与支払者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 扶養親族の氏名 

(4) 省略 

２ 

  省略 

６ 

（個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親族等申告書） 

第36条の３の３ 所得税法第203条の６第１項の規定により同項に規定する申告書を

提出しなければならない者又は法の施行地において同項に規定する公的年金等（所

得税法第203条の７の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という｡)の支払を受ける者であって、特定配偶者（所得割の納税義務者

（合計所得金額が900万円以下であるものに限る｡)の自己と生計を一にする配偶者

（退職手当等（第53条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項において同

じ｡)に係る所得を有する者であって、合計所得金額が95万円以下であるものに限

る｡)をいう。第２号において同じ｡)又は扶養親族（年齢16歳未満の者又は控除対象

扶養親族であって退職手当等に係る所得を有する者に限る｡)を有する者（以下この

条において「公的年金等受給者」という｡)で市内に住所を有するものは、当該申告

書の提出の際に経由すべき所得税法第203条の６第１項に規定する公的年金等の支

払者（以下この条において「公的年金等支払者」という｡)から毎年最初に公的年金

等の支払を受ける日の前日までに、施行規則で定めるところにより、次に掲げる事

項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提出しなければ

ならない。 

 

(1) 省略 

(2) 省略 

(3) 扶養親族の氏名 

(4) 省略 

２ 

  省略 

５ 

 

（市民税の減免） 

第51条 省略 

２ 前項の規定によって市民税の減免を受けようとする者は、納期限前７日までに次

に掲げる事項を記載した申請書に減免を受けようとする事由を証明する書類を添付

して市長に提出しなければならない。 

～ 

～ 
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に該当することが明らかであり、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合

は、この限りでない。 

(1)  

   省略 

(3)  

３ 第１項の規定により市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合には、

直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

（固定資産税の減免） 

第71条 省略 

２ 前項の規定により固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限前７日まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する

書類を添付して市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者が所有す

る固定資産が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、かつ、固定資産

税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

(1)  

   省略 

(5)  

３ 第１項の規定により固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合に

は、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

（特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 省略 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前７日ま

でに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明す

る書類を添付して、市長に提出しなければならない。ただし、市長が、当該者が所

有し、又は取得する土地が同項各号のいずれかに該当することが明らかであり、か

つ、特別土地保有税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない。 

(1) 

   省略 

(3)  

３ 第１項の規定により特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場

合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

附 則 

（納期限の延長に係る延滞金の特例） 

第４条 省略 

～

～

～
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(1)  

   省略 

(3)  

３ 第１項の規定によって市民税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合にお

いては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 

（固定資産税の減免） 

第71条 省略 

２ 前項の規定によって固定資産税の減免を受けようとする者は、納期限前７日まで

に、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明する

書類を添付して市長に提出しなければならない。 

 

 

(1)  

   省略 

(5)  

３ 第１項の規定によって固定資産税の減免を受けた者は、その事由が消滅した場合

においては、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 

（特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 省略 

２ 前項の規定によって特別土地保有税の減免を受けようとする者は、納期限前７日

までに、次に掲げる事項を記載した申請書にその減免を受けようとする事由を証明

する書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 

 

(1) 

   省略 

(3)  

３ 第１項の規定によって特別土地保有税の減免を受けた者は、その事由が消滅した

場合には、直ちにその旨を市長に申告しなければならない。 

 

附 則 

 

（納期限の延長に係る延滞金の特例） 

第４条 省略 

（公益法人等に係る市民税の課税の特例） 

第４条の２ 当分の間、租税特別措置法第40条第３項後段（同条第６項から第10項ま

～ 

～ 

～ 
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（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第16条の２ 省略 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第16条の２の２ 令和８年４月１日以後に第92条の２第１項の売渡し又は同条第２項

の売渡し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という｡)が行われた加熱式た

ばこ（第92条第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第93条の２の規定により製造

たばことみなされるものを含む。以下この条において同じ｡)に係る第94条第１項の

製造たばこの本数は、同条第３項の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げ

る区分に応じ、当該各号に定める方法により換算した紙巻たばこ（第92条第１号ア

に掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項において同じ｡)の本数によるもの

とする。 

(1) 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう｡)を原料の全

部又は一部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ

（当該葉たばこを原料の全部又は一部としたものを施行規則附則第８条の４の２

に規定するところにより直接加熱することによって喫煙の用に供されるものに限

る｡) 当該加熱式たばこの重量（フィルターその他の施行規則附則第８条の４の

３に規定するものに係る部分の重量を除く。以下この項から第３項までにおいて

同じ｡)の0.35グラムをもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加

熱式たばこの１本当たりの重量が0.35グラム未満である場合にあっては、当該加

熱式たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算する方法 

(2) 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の0.2グラム

をもって紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目ご

との１個当たりの重量が４グラム未満である場合にあっては、当該加熱式たばこ

の品目ごとの１個をもって紙巻たばこの20本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受ける

もの及び同項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻た

ばこの本数に換算する場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品

目ごとの１個当たりの重量に当該加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量

を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その合計重量を紙巻たばこの本数に換算す

る方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に0.1グ
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で及び第11項（同条第12項において準用する場合を含む。以下この条において同

じ｡)の規定によりみなして適用する場合を含む｡)の規定の適用を受けた同法第40条

第３項に規定する公益法人等（同条第６項から第11項までの規定により特定贈与等

に係る公益法人等とみなされる法人を含む｡)を同条第３項に規定する贈与又は遺贈

を行った個人とみなして、令附則第３条の２の３で定めるところにより、これに同

項に規定する財産（同法第40条第６項から第11項までの規定により特定贈与等に係

る財産とみなされる資産を含む｡)に係る山林所得の金額、譲渡所得の金額又は雑所

得の金額に係る市民税の所得割を課する。 

（軽自動車税の種別割の賦課徴収の特例） 

第16条の２ 省略 
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ラム未満の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第93条の２の規定により製造たばことみな

されるものに限る｡)のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定は、

適用しない。 

 (1) 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

(2) 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第93条の２の規定により製造たばことみ

なされるものを除く｡)と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の規定に

より製造たばことみなされるものに限る｡)であって当該加熱式たばこのみの品目

のもの 
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（最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 25 分） 

- 1 - 

新  旧  条  文 

新   条   文 

 

 例規名 島田市野外活動センター条例  

 

 

 

別表第２（第15条関係） 

 １ 和室（宿泊で利用する場合）利用料 

  (1) 省略 

  (2) 寝具利用料 

利用料（１人当たり、１夜につき） 500円 

備考 

１ 

  省略 

８ 

９ 基本利用料は、利用者が市内に住所（法人等にあっては、主たる事務所又は

事業所の所在地）を有する場合（団体にあっては、市内に活動の拠点を置く場

合）にあっては市内の欄に掲げる額とし、市外に住所（法人等にあっては、主

たる事務所又は事業所の所在地）を有する場合（団体にあっては、市外に活動

の拠点を置く場合）にあっては市外の欄に掲げる額とする。 

10 省略  

11 省略 

２ 研修室等利用料 

利用区分 定員 

利用時間及び利用料 

午前 午後 夜間 全日 

午 前 ９ 時

か ら 正 午

まで 

午 後 １ 時

か ら 午 後

５時まで 

午 後 ６ 時

か ら 午 後

９時まで 

午 前 ９ 時

か ら 午 後

９時まで 

センター

ハウス 

研修室 24人 800円 1,000円 1,000円 2,800円 

第１休憩室 18人 800円 1,000円 1,000円 2,800円 

第２休憩室 18人 800円 1,000円 1,000円 2,800円 

宿泊棟 第１集会室 30人 800円 1,000円 1,000円 2,800円 

第２集会室 70人 1,700円 2,000円 2,000円 5,700円 

和室（小） 14人 800円 1,000円 1,000円 2,800円 

和室（大） 33人 1,300円 1,700円 1,700円 4,700円 

省略 

 備考 

１ 省略 

２ 利用者が市外に住所（法人等にあっては、主たる事務所又は事業所の所在

地）を有する場合（団体にあっては、市外に活動の拠点を置く場合）にあって

議案第44号 
参   考 
 
 
 

～ 
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 （最終印刷日時：2025/05/26 午後 8 時 26 分） 

- 1 - 

対  照  表 

旧   条   文 

 

 

 

 

 

別表第２（第15条関係） 

 １ 和室（宿泊で利用する場合）利用料 

  (1) 省略 

  (2) 寝具利用料 

利用料（１人、１夜につき） 350円 

備考 

１ 

  省略 

８ 

９ 基本利用料は、利用者が市内に住所（法人等にあっては主たる事務所又は事

業所の所在地）を有する場合（団体にあっては市内に活動の拠点を置く場合）

にあっては市内の欄に掲げる額とし、市外に住所（法人等にあっては主たる事

務所又は事業所の所在地）を有する場合（団体にあっては市外に活動の拠点を

置く場合）にあっては市外の欄に掲げる額とする。 

10 省略  

11 省略 

 ２ 研修室等利用料 

利用区分 定員 

利用時間及び利用料 

午前 午後 夜間 全日 

午 前 ９ 時

か ら 正 午

まで 

午 後 １ 時

か ら 午 後

５時まで 

午 後 ６ 時

か ら 午 後

９時まで 

午 前 ９ 時

か ら 午 後

９時まで 

センター

ハウス 

研修室 24人 530円 650円 650円 1,860円 

第１休憩室 18人 530円 650円 650円 1,860円 

第２休憩室 18人 530円 650円 650円 1,860円 

宿泊棟 第１集会室 30人 530円 650円 650円 1,860円 

第２集会室 70人 1,100円 1,310円 1,310円 3,730円 

和室（小） 14人 530円 650円 650円 1,860円 

和室（大） 33人 870円 1,100円 1,100円 3,070円 

省略 

 備考 

１ 省略 

２ 利用者が市外に住所（法人等にあっては主たる事務所又は事業所の所在地）

を有する場合（団体にあっては市外に活動の拠点を置く場合）にあっては、利

～ 
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は、利用区分及び利用時間に応じて定められた利用料の額の50パーセントに相

当する額を加算するものとする（調理室を利用する場合を除く｡)。 

３ 省略  

３ 浴室利用料 

利用区分 単位 利用料 

幼児、小学生、中学生又

は高校生 

１人につき 300円 

上記以外の者 500円 

備考 

１  

 省略 

５  

４ キャンプ場利用料 

利用区分 単位 利用料 

キャンプサイト 宿泊での利用 １区画当たり、１夜につき 1,600円 

日帰りでの利用 １人につき 200円 

バーベキュー場 １人につき 200円 

キャンプファイヤー場 １人につき 200円 

備考 

１ ３歳以下の者の利用料は、徴収しない。 

２ 利用者が市外に住所（法人等にあっては、主たる事務所又は事業所の所在

地）を有する場合（団体にあっては、市外に活動の拠点を置く場合）にあって

は、利用区分に応じて定められた利用料の額の50パーセントに相当する額を加

算するものとする。 

３ 利用者が営業等を目的とする場合にあっては、利用区分に応じて定められた

利用料の額（備考２に該当する場合にあっては、当該加算後の額）の100パー

セントに相当する額を加算するものとする。

５ 省略 

～
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用区分及び利用時間に応じて定められた利用料の額の50パーセントに相当する

額を加算するものとする（調理室を利用する場合を除く｡)。 

３ 省略  

３ 浴室利用料 

利用区分 単位 利用料 

幼児、小学生、中学生又

は高校生 

１回につき 150円 

上記以外の者 300円 

備考 

１  

 省略 

５  

４ キャンプ場利用料 

利用区分 単位 利用料 

宿泊での利用 テント１張、１夜につき 1,030円 

日帰りでの利用 １人につき 100円 

備考 

１ 日帰りでの利用に係る３歳以下の者の利用料は、徴収しない。 

２ 利用者が市外に住所（法人等にあっては主たる事務所又は事業所の所在地）

を有する場合（団体にあっては市外に活動の拠点を置く場合）にあっては、利

用区分に応じて定められた利用料の額の50パーセントに相当する額を加算する

ものとする。 

３ 利用者が営業等を目的とする場合にあっては、利用区分に応じて定められた

利用料の額（備考２に該当する場合にあっては、当該加算後の額）の100パー

セントに相当する額を加算するものとする。

５ 省略 

～

-47-



 

入札結果表及び取得財産の概要 

１ 入札結果表 

事業名 令和７年度消防ポンプ自動車購入事業 

（単位：円） 

予 定 価 格 58,634,400 

入札書比較価格 53,304,000 

（単位：円） 

業 者 名 
入札書記載金額 

結果 
第１回 第２回 

ジーエムいちはら工業㈱ 
東京営業所 53,700,000 53,200,000 決定 

㈱ケイショウ車体 54,000,000 53,500,000 

㈱日消機械工業 55,000,000 

日本機械工業㈱ 本社営業部 56,000,000 

㈱畠山ポンプ製作所 56,500,000 

㈱ナカムラ消防化学 東京営業所 56,800,000 

長野ポンプ㈱東京営業所 56,900,000 

㈱日本防災システム 57,000,000 

㈲協和消防機商会 57,000,000 

日本ドライケミカル㈱静岡営業所 57,400,000 

小川ポンプ工業㈱ 三島営業所 58,000,000 

旭産業㈱ 59,800,000 

㈱セキュア 辞退 

㈱アイデア 辞退 

契約金額 58,520,000 

※ 予定価格は、消費税及び地方消費税の額を含む。

議案第46号 
参   考 
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２ 納入期限 

令和８年３月19日 

３ 配置場所 

島田市消防団第８分団２部、島田市消防団第14分団１部 

４ 規格・仕様 

台 数 ２台 

駆 動 方 式 ２ＷＤ×１台、４ＷＤ×１台 

主 ポ ン プ Ａ－２級検定合格 

真空ポンプ 無給油式 

警 音 装 置 電子サイレン、モーターサイレン、外部スピーカー 

照 明 装 置 ＬＥＤ製サーチライト、散光式警告灯 

塗 装 防錆加工、朱色アクリルウレタン塗装、文字記入 

主な備品等 発電機、加納式ホースカー 
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見積結果表及び取得財産の概要 

１ 見積結果表 

事業名 令和７年度 ＧＩＧＡ第２期対応 情報機器購入事業 

（単位：円） 

予 定 価 格 207,198,420 

見積書比較価格 188,362,200 

業者名 
見積書記載金額 

結果 
第１回 

西日本電信電話株式会社 静岡支店 188,240,676 決定 

契約金額 207,064,743 

※予定価格及び契約金額は、消費税及び地方消費税の額を含む。

２ 納入期限 

令和７年10月31日 

３ 納入場所及び数量 

市が指定する場所 4,674台（小学校1,903台、中学校2,771台） 

４ 仕様 

Ｏ Ｓ Google Chrome OS 

画 面 11.6型HD 16：9 

マルチタッチ対応

360度回転コンバーチブルPC 

パームリジェクション機能 

キーボード 日本語キーボード 

カメラ機能 インカメラ ：HD 720pカメラ

アウトカメラ：500万画素カメラ

バ ッ テ リ 最大約12時間 

５ その他 

 県内市町で構成されている静岡県ＧＩＧＡスクール構想推進協議会において

実施した、ＧＩＧＡ第２期対応情報機器の共同調達に係る一般競争入札の落札

業者と地方自治法施行令第167条の２第２項第２号による随意契約を締結す

る。 

議案第47号 
参   考 
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市道認定路線位置図 

議案第48号 
参   考 

中溝町西 32 号線 

静岡市消防局 

島田消防署 

旗指 IC 
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市道廃止路線位置図 

議案第49号 
参   考 

中溝町西 32 号線 

静岡市消防局 

島田消防署 

旗指 IC 
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